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はじめに

本県は、復帰後第 1 期から第 4 期にわたる「県立高等学校編成整備計
画」を策定し、年度毎の学校数、学級数、入学定員等の規模の適正化を

進め、単位制やコース制の導入、専門学科の増設、総合学科の設置、学

校の再編等を推進することにより高等学校教育の機会均等の確保や教育

水準の維持向上を図ってきました。

現在、本県においては中学校卒業者の約 95 ％が高等学校に進学する
中で、大学等の上級学校への進学を希望する生徒、就職を希望する生徒、

多様な学習スタイルや学び直しの機会を必要とする生徒など、様々な学

習目的やニーズを持った生徒が入学しています。

また、特に離島や北部においては、少子化等に伴う入学定員の減少な

どの課題も生じております。

県教育委員会としましては、このような社会の変化や生徒の多様なニ

ーズを考慮しながら、より一層魅力と活力ある高等学校づくりを推進し

ていく必要があると考えております。

さらに、 2030 年の本県の姿を示す「沖縄 21 世紀ビジョン」において
は、子どもたちの笑顔が絶えない豊かな沖縄を「あるべき姿」とし、「人

権尊重と共生」「グローバルな教育先進県づくり」「『海邦養秀』の拠点

形成」を教育目標として掲げ、時代変化へ柔軟に対応し、先見性に富み、

発展を支える人材の育成が求められています。

この度の県立高等学校編成整備計画では、基本方向において、第 4 期
の編成整備計画の総括を行うことで本県教育の課題を明確にし、その解

決の糸口として実施計画を策定してまいりました。

その目標とするところは、

１．すべての生徒に基礎・基本の定着を図ることで、上級学校への進

学に必要な教育を求める者、就職等に必要な専門教育を求める者、

多様な学習スタイルや学び直しを必要とする者に十分対応できる教

育環境の整備。

２．生涯にわたる多様なキャリア形成に必要な能力や態度の育成及び、

専門的な知識・技能の修得といった多様な希望にも応えるために、

キャリア教育・職業教育の展開。

等を具現化することとし、今後とも生徒・保護者にとって魅力的な高校

づくりを推進します。

平成 24 年 3 月

沖縄県教育委員会 教育長 大城 浩
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*1 21 世紀は、新しい知識・情報・技術が政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる領域での活動の基

盤として飛躍的に重要性を増す、いわゆる「知識基盤社会」（knowledge-based society）の時代であるとい

われている。平成 17 年中央教育審議会答申

*2 新学習指導要領総則に「義務教育段階での学習内容の確実な定着」のための学習機会の設置につい

て記された。①義務教育段階の学習内容の定着を図るための学習機会を設ける。②必履修教科・科目

の単位数を増加させ十分な習得を図る。③義務教育段階の学習内容の定着を目標とした、学校設定科

目を開設し、必履修科目の前に履修させる。
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第１章 県立高等学校編成整備の基本方向

Ⅰ 本県県立高校編成整備の現状と課題

１ 社会の変化

○ 21 世紀は、新しい知識・情報・技術が政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる

領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す、いわゆる「知識基盤社会
*1
」の時

代であると言われています。

このような知識基盤社会化やグローバル化においては、幅広い知識はもとより、柔

軟な思考力や創造性などの育成が不可欠であり、教育の重要性はますます高まってい

くものと考えられます。

○ 本県における県立高等学校の編成整備は、復帰後、第 1 期から第 4 期にわたる「県

立高等学校編成整備計画」に基づき、各年度毎の学校数、学級数、入学定員等の適切

な配置や規模の適正化を進め、単位制やコース制の導入、専門学科の増設、総合学科

の設置、学校の再編等を推進し、高等学校教育の機会均等の確保や教育水準の維持向

上が図られてきました。

○ 2030 年の本県の姿を示す「沖縄 21 世紀ビジョン」においては、子どもたちの笑顔

が絶えない豊かな沖縄を「あるべき姿」とし、教育においては「人権尊重と共生」「グ

ローバルな教育先進県づくり」「『海邦養秀』の拠点形成」を掲げ、時代変化へ柔軟

に対応し、先見性に富み、発展を支える人材の育成が求められています。

県教育委員会においては、「沖縄 21 世紀ビジョン」を見据え、県民ニーズに応じた

教育機会を提供することにより、児童生徒等の学力の向上と定着に取り組むとともに、

豊かな心と健やかな体を育み、生きる力の育成を図ることが重要であると考えます。

２ 生徒の多様化（ニーズや意識の変化）

○ 中学校卒業者の約 95%が高等学校に進学する中で、大学等の上級学校への進学を希

望する生徒、就職を希望する生徒、多様な学習スタイルや学び直し
*2

の機会を必要と

する生徒など、様々な目的や学習ニーズを持った生徒が入学しています。

県教育委員会としては、このような生徒の多様な変化やニーズを考慮しながら、よ

り一層魅力と活力ある高等学校づくりを推進していく必要があります。
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○ 中学卒業者数は近年では、平成 12 年の 20,454 人をピークとして減少を続け、平

成 22 年 3 月には 17,456 人となっています。この数は緩やかですが今後も減少し、

平成 31 年 3 月の卒業者数は推計で 16,107 人となり、平成 22 年 3 月に比べて約 1,300
人減少すると推測されます。

〔平成 22 年度学校基本調査による〕

○ 中学卒業者数は地域により差が大きいことが特徴的です。本県の高等学校の規模

も中南部・都市圏に大規模校が多く、離島・北部地域に小規模校が点在するなどば

らつきがみられます。

学級数の推移は、平成 14 年度には 1 学年 9 学級以上の学校は 20 校、8 学級から 4
学級の学校は 37 校、3 学級以下の学校は 14 校となっています。

平成 22 年度生徒募集の状況からみると 1 学年 9 学級以上の学校は 13 校、8 学級

から 4 学級の学校は 39 校、3 学級以下の学校は 12 校となっており、学校の小規模

化が進んできたことがわかります。

〔平成 22 年度学校基本調査による〕

地区別中学卒業者数推移
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○ 平成 21 年度と平成 11 年度の高等学校卒業者の進路状況の比較では、全日制、定

時制ともに、大学等への進学率が高くなっています。

また、全日制においては、普通科のみならず各専門学科においても大学等への進

学率が高くなっており、高校生の進学志向の高まりが見て取れることから、各学校

の進学希望者への指導をさらに充実させることが必要であると考えます。

       〔学科別進路別卒業者数〕（平成11年3月→平成21年3月） 学校基本調査による

※　％は学科の卒業者数に占める割合
全日
  普通科   9,471 → 9,229 32.0% → 43.4% 30.2% → 31.5% 7.2% → 7.3%
 総合学科  315 → 443 20.6% → 27.3% 34.9% → 31.6% 14.6% → 18.3%
   農業    737 → 697 10.0% → 11.8% 26.3% → 29.0% 45.2% → 37.9%
   工業    1,570 → 1,344 8.7% → 14.6% 26.4% → 24.9% 39.4% → 46.7%
   商業    1,512 → 1,386 12.0% → 22.6% 29.0% → 35.1% 31.7% → 25.7%
   水産    136 → 93 16.9% → 23.7% 25.7% → 16.1% 26.5% → 46.2%
   福祉    77 → 74 33.8% → 17.6% 36.4% → 37.8% 23.4% → 31.1%
   家庭    273 → 200 9.5% → 15.5% 30.0% → 27.5% 30.8% → 40.5%
   情報    76 → 79 35.5% → 45.6% 25.0% → 29.1% 31.6% → 13.9%
  その他   1,012 → 1,012 55.7% → 63.6% 23.2% → 8.1% 2.8% → 2.1%
合計 15,179 → 14,557 27.4% → 37.5% 29.1% → 29.3% 15.5% → 15.0%

※　福祉と情報については、平成20年3月卒業者から

定時
  普通科   135 → 106 14.8% → 8.5% 16.3% → 9.4% 25.9% → 15.1%
   農業    47 → 43 0.0% → 0.0% 19.1% → 11.6% 66.0% → 44.2%
   工業    102 → 37 0.0% → 2.7% 16.7% → 5.4% 76.5% → 40.5%
   商業    146 → 49 4.1% → 22.4% 8.2% → 10.2% 56.2% → 24.5%
合計 430 → 235 6.0% → 8.9% 14.0% → 9.4% 52.6% → 26.4%

卒業者数

卒業者数

大学等 専修学校等 就職

大学等 専修学校等 就職



*1 小学校における教育の基礎の上に、義務教育として行われる普通教育（前期中等教育）並びに高度

な普通教育（後期中等教育）及び専門教育を一貫して施すことを目的とする、中学校と高等学校（高

校）を合わせた年限に相当する 6 年間の一貫教育を行う学校。

*2 他言語で教科学習等を行う教育計画。

*3 各教科の授業を英語で実施すること。

*4 学科、コースの専門性を維持しながら、生徒の興味・関心、進路希望等に応じて、他の学科・コー

スの科目も選択履修できる仕組み。

*5 普通教育と専門教育の両方が学べ、自分にあった進路を選ぶことができる。「産業社会と人間」とい

う科目を必ず学習しなければならない。
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３ 県立高校の現状と課題（第4期県立高等学校編成整備計画の総括）

○ 平成 14 年 3 月に策定された県立高等学校編成整備計画（第 4 期）においては、生

徒の多様化や社会の変化に対応するための教育内容や教育方法の改善とともに、20
校において新しい学科の設置や新しいタイプの学校への再編がうたわれています。

平成 22 年 4 月現在では、実施済み及び実施予定の学校が 12 校、検討中・要検討が 5
校、中止または見直しが 3 校となっており、計画通りの実施には至っていません。

第4期編成整備計画実施状況（※実施済み及び検討中のものは除く。）
計画箇所 編成整備計画 これまでの実施状況 実施に至らない主たる理由等

中 沖縄ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ中 中等教育学校
*1

平成 19 年度に、当初計画（美里高校再 イマージョン教育の研究結果や
高 等教育学校(仮称) 既存校を再編 編）が見直された。その後の方針とし 生徒・保護者等のニーズ、財政
一 て、イマージョン教育

*2
の効果性や在 状況等を踏まえて検討する。

貫 り方の研究を行い、設置については、 オールイングリッシュ
*3

での授
教 研究結果や生徒保護者等のニーズ等を 業が困難という報告がある。
育 踏まえて検討することとなった。
校 那覇中等教育学校 中等教育学校新 本編成整備計画で検討 ※那覇地区での普通科ニーズの

（仮称） 設 高さが顕著なこと。
再 南部総合実業高校 農業分野と工業 平成 21 年度には、再編統合に向けて、 地域、関係団体等の理解が得ら
編 (仮称) 分野の融合(再編 両校それぞれ１クラス減の学科改編を れない状況があり、複数の団体
統 統合 決定した。平成 21 年 9 月校内に開校準 から南部農林高校単独存続の要
合 総合選択制

*4
備委員会が設置された。 請が県議会へ提出され、難航し
（※ H22 募集定員：南農 5 クラス、南 ている。

南部農林高校 工 2 クラス）
南部工業高校 本編成整備計画で検討

総 豊見城高校 普通科と総合学 学校から「総合学科設置を見送り、コ 総合学科設置に関する施設設備
合 科の併設 ース制の充実を図りたい」旨の要望書 及び人的な財政面等の課題が大
学 （H20．2．14 付）が提出された。 きく、平成 20 年度に計画中止と
科 なった。

泊高校 総合学科
*5
導入 平成 15 年度まで泊高校の校内検討委員 学校としては、施設の増改築等

定 会で設置に向けて準備が行われていた の整備が困難である状況におい
通 が、その後の取組が中断した。 ては、計画を進めることができ
制 ないとの意向である。

定通制独立校 総合学科導入 独立校は設置せず、中部地区の既存の ※通信制への入学希望者が多く、
具志川商業高校 高校に通信制課程の新設を検討するこ 泊高校だけでは、充分に受け入
コザ高校 とで計画が見直された。 れることができない状況にある。
泊高校

総合工芸高校 伝統工芸 平成 19 年度に、当初計画（那覇工業高 現時点においては、工芸関係の
そ （仮称） 染織ﾃﾞｻﾞｲﾝ 校再編）が見直された。 人材のニーズ、工芸関係の学科
の 那覇工業高校再 設置について「委員会」、懇話会等で の新設に伴う課程に応じた講師
他 編 検討の結果、計画を見送ることとなる。 の確保や施設設備の移設に伴う

那覇工業高校 財政負担など課題が多い。
浦添工業高校
首里高校



*1 進級に必要な単位を特に定めず、所定の単位を修得すれば卒業できる、学年制によらない制度。

*2 市町村立中学校と県立高等学校が、教育課程の編成や教員・生徒間交流等の連携を深める形で中高

一貫教育を行うもの。

*3 同一の設置者による中学校と高校を接続し、6 年間の中高一貫教育を行うもの。

*4 農業、水産、工業、商業など、複数の職業系専門学科を設置し、各産業分野について生徒のニーズ

に応じて、幅広く学ぶことができる学校。
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○ 新しいタイプの学校としては、総合学科として 4 校（嘉手納高校、沖縄水産高校、

豊見城高校、泊高校）が設置及び推進計画に上がりましたが、平成 22 年 4 月現在、

嘉手納高校と沖縄水産高校の 2 校のみが実施されました。前期計画に上がっていた豊

見城高校は平成 20 年度に中止、泊高校は要検討となり、事実上整備はストップして

いる状況です。

中止及び要検討の理由については、総合学科における教育課程や人的配置及び施設

面で財政面等の課題が大きかったことによります。

単位制 *1 高校の推進も図られましたが、平成 22 年 4 月現在全日制においては真和

志高校のみとなっており、拡充は進んでいません。また原則単位制をうたう総合学科

においても、単位制の趣旨を活かした教育課程や内規の整備は今後の課題となります。

また、定時制を志望する生徒は、さまざまな入学動機や学習歴を持っており、その

生徒一人一人のニーズや個性に応えていく必要があるため単位制が設置されています

が、さらに多様な学習ニーズやライフスタイルに合わせた柔軟なシステムが要求され

ています。

連携型中高一貫教育校
*2

として、伊良部高校、本部高校、久米島高校が平成 14 年

から年次ごとに設置され、連携中学及び高校の科目をそろえ、共通した指導を行うこ

とにより、中高一貫教育の効果が高まり、平成 22 年 3 月の卒業生については三校と

も進路決定率県平均を上回り、伊良部高校については進路決定率 100 ％を 3 年間達成

するなど、成果を挙げており一定の評価を受けています。

また、併設型の中高一貫教育校
*3

として平成 19 年度に与勝高校の敷地内に与勝緑

が丘中学校が開校し、中高の教員が相互で授業を行うことにより、生徒理解が深まり、

学習の基礎基本の定着が図られている等の成果が挙がっています。

しかし、連携型では①連携校が複数にまたがっており、中学校と高校の生徒や教員

の日常的な交流や合同会議において、学校間の移動に時間がとられ、活動に制限が生

じること。②連携中学校の生徒がすべて連携高校に進学するわけではないため、中高

一貫した教育課程の編成等が難しいこと。③連携高校に進学する生徒は、学力検査が

ないことから、学習意欲の低下が懸念されるなど課題があります。

沖縄インターナショナル中等教育学校については、中部地区に一校の計画ですが、

中・高校で中等教育学校について研究を重ね、設置についてはその効果性や財政状況

等を踏まえて検討します。また、那覇地区に設置予定の中等教育学校は、本計画で検

討することとします。

総合実業高等学校
*4
については、平成 19 年に名護商工高校が、次いで平成 20 年に

宮古総合実業高校が開校しました。南部総合実業高校については、地域関係団体等の

理解を得て、専門高校のあり方等も含め本計画で検討します。

○ 第 4 期県立高等学校編成整備計画の実施上の課題としては、生徒・保護者のニーズ

や社会情勢の変化による計画の見直し、計画実施における施設設備の整備や地域の理
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解を得ることが困難であったこと等があげられます。

特に、新しいタイプの学校の設置計画の中には、生徒・保護者のニーズや財政上の

課題により中止あるいは継続検討の方向で一部見直しを行った学校もあります。

今後は、本計画において継続して取組む内容については、国の動向や本県の社会状

況の変化等を踏まえ、地域や生徒・保護者の理解を得ることを重点に必要に応じて検

討する必要があります。

○ 本県の高等学校募集定員の推移については、平成 12 年度をピークに減少し、平成 22
年度入試では 16,530 人となっており（通信制課程を除く）、入学者数は 15,334 人とな

っています。

学科別の希望者数を一般入学志願倍率でみると、情報学科が募集定員 103 人に対し

128 人、志願倍率は 1.24 倍で最も高く、次いで総合学科の定員 501 人に対し 578 人、

志願倍率 1.15 倍、農業に関する学科の定員 818 人に対し 934 人志願倍率 1.14 倍となっ

ています。

学科の総定員に対する入学者数もそれぞれ情報学科が 120 人のうち 113 人で充足率

0.94、総合学科が 560 人のうち 546 人で充足率 0.98、農業に関する学科が 920 人のうち

823 人で充足率 0.89 となっています。

〔平成 22 年度入試募集定員構成比〕 〔平成22年度入試充足率〕

学科名 充足率 順位

普通科 0.967 2

総合学科 0.975 1

農業 0.893 6

専 工業 0.915 4

門 商業 0.858 7

学 水産 0.642 8

科 介護・福祉 0.900 5

その他 0.931 3

平成22年度入試募集定員構成比

商業科, 10.6%

水産科
 0.7%

家庭科
 1.2%

情報科

 0.7%
福祉科

 0.5%
その他の専門,

6.6%
総合学科, 3.4%

工業科, 10.8%
農業科, 6.1%

普通科, 59.2%

高校入学定員推移（中学卒業者数と県立高校入学者数は学校基本調査による）

18,690 18,690 18,810

20,027 20,091
20,454 20,288

19,957

19,191

18,471

17,842

17,315

17,846
17,657

17,373 17,456

17,911 18,006
18,194 18,092 17,970

17,511

16,699

16,057

15,512
15,922

15,586
15,334

18,770 18,770
18,530

17,810

17,250
16,770 16,770 16,650

16,530
16,770

15,491

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

高校入学定員

中学卒業者数

高校入学者数
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○ 水産・農業・商業に関する学科における希望者数の低さや、充足率については、当

該学科の学科改編や統廃合による再編により改善を図り、多岐にわたる産業の特色や、

ニーズに対応した人材を育成するため、職業に関する実践的な教育の充実と専門的な

知識・技能を高める必要があります。

○ 平成 21 年度高等学校卒業者の進路状況は、大学や専修学校等の上級学校進学が

9,778 人、全卒業者数の 66.1 ％で最も多く、次いで就職 2,244 人、15.2 ％の順となって

います。

○ 中途退学者は、平成 12 年の 1,824 人 3.3 ％をピークに、平成 15 年には 1,090 人、2.0
％、全国平均と同等となり、以後 2.0 ％前後を推移しています。平成 21 年度、中途退

学の主な要因は「進路変更」が最も多く全体の 57.4 ％を占め、次いで「学校生活・

学業不適応」20.6 ％、問題行動 5.4 ％となっています。

休学者は、平成 12 年の 1,661 人 3.0 ％をピークに、平成 16 年には 1,287 人 2.5 ％とな

り、以後減少を続け平成 21 年度には 703 人 1.5 ％となっています。休学の主な要因は

「進路の悩み」が最も多く全体の 178 人 25.3 ％を占め、次いで「仕事やアルバイトの

都合」153 人 21.7 ％、「勤怠不良や怠学による」111 人 15.8 ％となっています。

不登校者は、平成 21 年には 1,314 人 2.8 ％であり、その主な要因は「本人に関わる

問題」が最も多く全体の 43.0 ％を占め、次いで「学業不振」と「不適応」がそれぞ

れ 6.6 ％となっています。

中途退学、休学、不登校など、学校から去っていく生徒は、平成 21 年度において

は 2,970 人 6.3 ％に上り、沖縄県の教育課題の一つにあげられ、「一人一人を大切にし、

カウンセリングマインドを生かした生徒指導の充実」「存在感や自己実現の喜びを実

感できる指導の充実」を掲げて各学校は努力していますが、多様化する生徒や学習ニ

ーズへ対応が不十分な側面もあります。

       〔学科別進路別卒業者数〕（平成21年度学校基本調査による）
※　％は学科の卒業者数に占める割合

全日 卒業者数
  普通科   9,229 4,008 43.4% 2,904 31.5% 674 7.3%
 総合学科  443 121 27.3% 140 31.6% 81 18.3%
   農業    697 82 11.8% 202 29.0% 264 37.9%
   工業    1,344 196 14.6% 334 24.9% 628 46.7%
   商業    1,386 313 22.6% 486 35.1% 356 25.7%
   水産    93 22 23.7% 15 16.1% 43 46.2%
   福祉    74 13 17.6% 28 37.8% 23 31.1%
   家庭    200 31 15.5% 55 27.5% 81 40.5%
   情報    79 36 45.6% 23 29.1% 11 13.9%
  その他   1,012 644 63.6% 82 8.1% 21 2.1%
合計 14,557 5,466 37.5% 4,269 29.3% 2,182 15.0%

定時 卒業者数
  普通科   106 9 8.5% 10 9.4% 16 15.1%
 総合学科  
   農業    43 0 0.0% 5 11.6% 19 44.2%
   工業    37 1 2.7% 2 5.4% 15 40.5%
   商業    49 11 22.4% 5 10.2% 12 24.5%
   水産    
   福祉    
   家庭    
   情報    
  その他   
合計 235 21 8.9% 22 9.4% 62 26.4%

総計 14,792 5,487 37.1% 4,291 29.0% 2,244 15.2%

大学等 専修学校等 就職

大学等 専修学校等 就職
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県立高等学校中退者数・率　推移
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*1 人が、生涯の中で様々な役割を果たす過程で、自らの役割の価値や自分と役割との関係を見出して

いく連なりや積み重ね。（平成 23 年 1 月中教審答申）

*2 一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャ

リア発達を促す教育。（平成 23 年 1 月中教審答申）

*3 一定または特定の職業に従事するために必要な知識、技能、能力や態度を育てる教育。（平成 23 年 1

月中教審答申）
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４ 魅力ある新しい学校づくり（再編整備の必要性）

○ 平成 21 年 3 月に告示された高等学習指導要領は、従前からの「生きる力」の理念

を引き継ぎ、基礎的・基本的な知識・技能の習得、思考力・判断力・表現力等の育成、

学習意欲の向上、豊かな心と健やかな体を育むこと等を目的として改定されており、

義務教育の基礎の上に、その成果をさらに発展拡充させていくこととしています。

また、本県教育目標には「幅広い教養と専門的能力を培うとともに、高い公共性・

倫理性を保持しつつ、時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、改善していく資質

を有する人材を育成する」としています。

○ すべての生徒に、基礎・基本の定着を図ることで、さらに上級学校への進学に必要

な教育を求める者、就職等に必要な専門教育を求める者、多様な学習スタイルや学び

直しを必要とする者に十分対応できる教育環境を整備することが求められます。

また、生涯にわたる多様なキャリア *1 形成に必要な能力や態度の育成と、専門的な

知識・技能を身につけることといった多様な希望にも応えるために、キャリア教育
*2

・職業教育
*3

の展開を図り、多様な進路実現が可能になる高校づくりを進めることが

必要になります。

○ 生徒が、自分の能力・適性、興味・関心、進路希望等などに応じて多くの教科・科

目の中から自主的に選択して学習したり、学校行事や部活動などで充実した学校生活

を送ることができるためには、ある程度の学校規模が必要です。全国的な指標を考慮

し、本県の生徒や地域のニーズなどを踏まえながら改善を図ります。

また、離島や北部等については、高等学校が地域文化の拠点の一つであったり、高

校生の存在が地域の活力を引き出している場合が多いため、小規模であっても生徒や

地域の実情に即し地域と連携を図りながら特色ある学校づくりに取り組むことが必要

になります。



*1 調査の時期：平成 22 年 4 月 20 日～ 5 月 11 日

調査の対象：県内公立中・高等学校の生徒、保護者、県民、教諭

詳細は第 1 章末を参照
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※ 次期高等学校編成整備計画に係るアンケート調査結果について
*1

高校生の保護者に「子どもの通う学校にもっとも

望みたいこと」の質問への回答については、全課程

において「豊かな心を育てる」が４割以上を占め、

「学力を上げる」は全日制では３割であり、通信、

定時制の順で低い傾向がある。「基礎・基本の習得」

については、定時制が他の課程より高い。

本県教育目標とほぼ合致した回答内容であり、基

礎基本の定着と、専門的な知識・技能や学力向上の

必要性がアンケート結果からわかる。

中学生の保護者へ「高校に期待すること」の質問

への回答については、「就職・進学の支援充実」が

最も高く約６割、次いで「基礎・基本が確実に学べ

る」が約２割、「受けたい科目が自由に選択できる」

が約１割である。

職業教育・キャリア教育の充実を図るとともに、

基礎基本の定着の必要性がアンケート結果からわか

る。

中学生に「高校に最も期待すること」の質問への

回答については、全地区において「就職・進学の支

援が充実していること」35.1 ％「受けたい科目が自

由に選択できる」

24.7 ％「部活動が充実している」 19.1 ％「基礎基本

が学べる」「入学後に学科選択ができる」「その他」

となっている。

職業教育・キャリア教育の充実を図るとともに、

生徒が自分の興味・関心、能力・適性、進路希望な

どに応じて多くの教科・科目の中から自主的に選択

したり、部活動や学校行事などで充実した学校生活

を送ることの必要性がアンケート結果からわかる。

子どもの通う学校に最も望みたいこと
（高校保護者）

教員の質
を高める

5.7%

健康・体力
の向上

3.2%

基礎・基本の
習得22.2%

学力を上げる
25.1%

豊かな心を育
てる
43.9%

高校に期待すること（中学保護者）

ゆとりを持って学
べる
6.9%

入学後学科選択
4.9%

受けたい科目が
自由に選択でき

る10.7%
その他
1.1%

基礎・基本が
確実に学べる

17.7%

部活動充
実3.9%

就職・進学
支援充実

54.7%

高校に最も期待すること（中学生）

入学後学科選

択ができる5.3%

その他

2.7%
就職・進学が

充実している

35.1%

部活動等が充
実している

19.1%

基礎・基本が確

実に学べる

13.2%

科目が自由に選

択できる24.7%
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県民へ「これからの高校教育に何を望むか」につ

いてと質問した回答は、全課程において「しっかり

と学力を身につけた人材の育成」「豊かな心を育む

教育」「社会性の育成」がそれぞれ 27.1 ％、25.1 ％、22.0

％とほぼ同率であり、その後に「名実ともに専門性

の備わった専門教育」「国際化、情報化に富んだ人

材の育成」が続くが、それぞれ 14.1 ％、11.7 ％とこ

れもほぼ同率である。

県民は、バランスの取れた人材育成を望んでいる

ことがアンケート結果からわかる。

県民へ「これからの高校の方向性についてどう考

えるか」と質問した回答については、全課程をとお

しては「総合学科」が 5 割近くを占めるが、全日で

は「総合学科のように学習希望や進路希望に対応し

た学校」が 5 割を超え、定時は「単位制のように多

様な選択科目の開設できる学校」が約 4 割となって

いる。

生徒が自分の興味・関心、能力・適性、進路希望

などに応じて多くの教科・科目の中から自主的に選

択することができる学校を希望していることがわか

る。

高校生に「現在の高校生活に満足

しているか」と質問した回答につい

ては、全体的に概ね満足と回答して

いるが、全日制の商業、家庭は十分

満足が 30 ％に満たない。

また、家庭は満足してないと回答

した生徒も 17.2 ％と最も高い。

定時では、工業が十分満足の率が

低く、さらに満足してないと答えた

生徒が 22.7 ％と最も高く、満足度が

低い結果になっている。

学科ごとに満足の度合いにばらつ

きがみられることは、学校が生徒の

興味・関心、能力・適性について充

分把握し、その多様なニーズに応え

ることの必要性がわかる。

これからの学校教育に何を望むか（県民）

国際化情報化に富
む人材の育成

11.7%

社会性の育成
22.0%

豊かな心を育む教
育25.1%

しっかりと学力を身
につけた人材の育

成27.1%

名実ともに専門性
の備わった専門教

育14.1%

これからの高校の方向性（県民）

普通科
19.8%

学び直し
9.0%

その他
1.3% 単位制

20.3%

総合学科
49.7%

設問1現在の高校生活に満足しているか（全日）

34.7 36.2
29.3 31.1 31.4 30.9 30.1

36.8
27.6

33.4 36.9

53.9 53.8

53.5 52.0 55.1 56.4 57.8
50.9

58.5
53.5

53.4

11.4 9.9
17.2 16.9 13.5 12.7 12.0 12.3 13.9 13.1 9.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 その他 家庭 情報 総合 水産 福祉 農業 商業 工業 普通

設問1現在の高校生活に満足か（定時）

33.2
25.9

35.1

22.7

40.0

53.5
59.3

51.6

54.6

51.6

13.3 14.8 13.3
22.7

8.4

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 農業 商業 工業 普通

満足してない

やや満足

十分満足
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Ⅱ 編成整備の基本事項

１ 編成整備計画の期間

○ 「沖縄21世紀ビジョン」の実現に向けて策定される計画期間が10年と示されており、

教育委員会の「新たな教育振興基本計画」も「沖縄21世紀ビジョン」に合わせて策定

されるものです。

県立高等学校編成整備計画についても、2030 年の本県の姿を示す「沖縄 21 世紀ビ

ジョン」の理念を実現するため、「新たな教育振興基本計画」に沿った推進を図るこ

とが望ましいと考えることから編成整備計画期間を平成24年度からの10年とします。

２ 編成整備計画・学校づくりの在り方

本県教育の目標

平成21年3月に沖縄県教育委員会が策定した沖縄県教育振興基本計画では、本

県教育の目標を以下のとおり定めています。

○ 自ら学ぶ意欲を育て、学力の向上を目指すとともに、豊かな表現力とねばり強さをも

つ、幼児児童生徒を育成する。

○ 平和で安らぎと活力ある社会の形成者として、郷土文化の継承・発展に寄与し、国際

化・情報化社会で活躍する心身ともに健全な県民を育成する。

○ 家庭・学校・地域社会の相互連携のもとに、時代の変化に対応し得る教育の方法を追

究し、生涯学習社会を推進する。

○ 幅広い教養と専門的能力を培うとともに、高い公共性・倫理性を保持しつつ、時代の

変化に合わせて積極的に社会を支え、改善していく資質を有する人材を育成する。

学校教育法では、高等学校教育の目標として次のように定めています。

一 義務として行われる普通教育の成果を更に発展拡充させて、豊かな人間性、創造性及

び健やかな身体を養い、国家及び社会の形成者として必要な資質を養うこと。

二 社会において果たさなければならない使命の自覚に基づき、個性に応じて将来の進路

を決定させ、一般的な教養を高め、専門的な知識、技術及び技能を習得させること。

三 個性の確立に努めるとともに、社会について、広く深い理解と健全な批判力を養い、

社会の発展に寄与する態度を養うこと。

以上の高校教育の目標を実現するため、本県における学校づくりの在り方を次

のように示しました。

（１）進学率の設定

平成 21 年度入試における県の高等学校の志願率は 97.0 ％で、進学率は 95.2 ％と

なっています。

本県の高等学校進学率については、平成 22 年に導入された県立高校授業料無償

化や、生徒の学習ニーズの多様化を踏まえながら魅力ある学校づくりを進めていく

中で進学率向上を図ります。
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（２）高等学校規模の適正化

平成14年3月に策定された第4期の

県立高等学校編成整備計画において

は、学校の適正規模1学年4～8学級を

指標としています。

平成22年4月現在における本県の

高校における適正規模に満たない学

校数は、１学年3学級の学校が全日制

で4校、2学級が3校、定時制で1学年3

学級が2校、2学級が1校、1学級が5校

となっています。

これらの学校における、生徒の教育活動については部活動や学校行事の充実が困

難な面がありますが、反面地域の行事等において連携を図りやすい等の利点もあり、

小規模を活かした特色ある教育活動を展開しています。

しかし、高等学校教育は社会へ出ていく前の大切な時期であり、生徒会活動、部

活動、学校行事、その他日々の学校生活の中で、様々な考えを持った友人や先生と

出会い、他者とのコミュニケーションの能力を高め、その中で自我を作り上げてい

くことが求められます。そのためにも、適正規模であることが必要です。

また、高等学校においては、中学校に比べて専門性が強くなり、しかも多様な教

育活動が求められます。このようなことから、生徒の能力・適性、興味・関心、進

路希望等に対応した、多様で弾力的な教育課程の編成が可能となるような、様々な

専門性を有する教職員を確保できる一定規模以上の学校であることが望ましいと言

えます。

高校の適正規模については、平成21年度の時点で全国の状況からみると、4～8学

級が26県と最も多く、次いで6～8学級が7県となっています。

このことから、平成22年5月に実施した県立高校教員へのアンケートや、教職員

定数表及び、学校ごとの部活動の平均値等を参考にして、本計画においても引き続

き4～8学級を適正規模とすることとします。

また、今後の少子化を踏まえた対策が必要となり、本計画の推進中に著しい生徒

数減等となった場合については再編統合も検討します。

少子化に伴う学校の方向性（教員）

整理統合
26.2%

その他
13.6%

適正規模化
60.2%

普通科における学校数規模別教員数・部活動数・選択科目数（平成22年度）
１学年のクラス数 学校数 教職員定数 部活数平均 選択科目数平均

１クラスの学校 1 10 13.0 10.0
2クラスの学校 3 17 20.0 30.3
3クラスの学校 0 24
4クラスの学校 1 30 14.0 30.0
5クラスの学校 1 35 24.0 44.0
6クラスの学校 5 43 22.8 37.8
7クラスの学校 3 48 22.3 37.0
8クラスの学校 8 53 23.8 36.4
9クラスの学校 3 58 26.3 31.3
10クラスの学校 5 63 29.2 34.8
11クラスの学校 1 68 33.0 38.0
※中高一貫教育校、単位制高校は除く
※教職員定数は、普通科単独校を想定した標準的な定数で、校長、教頭を含む
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（３）各学科の定員の割合

平成14年3月に策定された第4期の県立

高等学校編成整備計画においては、普通

：専門：総合＝6：3：1としてきました

が、中学生志向調査の結果を踏まえると

その割合は妥当であると考えます。

しかし、普通科のニーズが全体の約60

％を占めることや、著しくニーズが低い

専門学科が存在することについては、さ

らに柔軟な教育課程の編成等による特色

ある学校づくりが求められます。

（４）募集停止及び学校の統廃合

一学級以上の定員の過半数割れが2年連続して生じた場合は3年目からその学級を

減じ、これに係る募集停止を行います。

また、収容定員が240人を満たさないことが見込まれる学校については、地域の

実情を十分考慮したうえ、分校化又は近隣学校との統合を検討します。

さらに、小規模校の学校において、将来にわたって生徒数が増加する見通しが立

たないと見込まれる場合には、複数の学校間での再編統合も検討します。

（５）一学級当たりの募集定員の在り方

本県の県立高等学校の一学級当たりの募集定員は「公立高等学校の設置、適正配

置および教職員定数の標準等に関する法律」に基づきすべて40人とします。

今後、一学級当たりの募集定員については、教育効果や財政事情などを考慮しつ

つ総合的に検討していきます。

（６）私立高等学校の入学定員

今後とも、沖縄県公私立高等学校協議会の場で十分協議しながら定員調整を図り

ます。

（７）高等学校（学科）の適正な配置

○普 通 科

大学進学等へのニーズに対応できる高校を各地域・学区に置くことが望ましいと

考えます。また、生徒一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能

力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育を進めます。

○専 門 学 科

技術の高度化、通信技術の発達等に伴う産業社会の多様化に沿った学校の設置や

学科の改編を図ります。また、上級学校への進学ニーズに対応することも視野に入

れた教育課程の編成も必要になります。

○総 合 学 科

既存の学校については、多様な進路実現や生徒の主体的な学習体系について、生

徒や保護者、県民から一定の理解を得ているので、総合学科の理念や目的を踏まえ

てさらに充実を図っていきます。

○中高一貫教育校

中学生希望学科

商業
4.9%

その他
7.3%

工業
9.6%

観光
1.2%

介護・福祉
3.4%

水産
1.6%

農業
2.2%

総合学科
6.5%

普通科
63.3%
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既存の中高一貫教育校については、中学校との連携を強化しさらに教育内容の充

実を図ることを目標とします。

本県においては、中等教育の多様化を図る観点から、中高一貫教育校の設置を検

討します。また、形態については、これまでの中高一貫教育校の成果や課題を踏ま

え、生徒・保護者のニーズや財政状況等を考慮し、既存の高等学校に中高一貫教育

校の設置を検討します。

第4期県立高等学校編成整備計画に示された、沖縄インターナショナル中等教育

学校設置と那覇地区の中等教育学校設置については、今後のニーズを踏まえた上で

設置の有無を含め、本計画で引き続き検討することとします。

○総合実業高校

既存の学校の再編統合により、地域の実情に即して農業、工業、商業、水産など

の専門分野を総合的に学ぶことのできる学校の設置を推進します。



*1 「遊ぶためや非行グループに入ったりして登校しない」不登校の態様のこと。
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Ⅲ 新しいタイプの学校

中途退学その他で高等学校をいったん離れた者にも、自由に再挑戦のチャンスを用意し、

過去に修得した単位も無駄にならないようなシステムを確立することで、高等学校卒業の

目標を実現させます。

また、本県高校の不登校の生徒のうち約１割が「不安など情緒混乱」の理由により不登

校状態が継続しています。不登校となったきっかけについては「極度の不安や緊張、無気

力等」が約 3 割となっています。このような生徒に対応するため、柔軟なシステムをもっ

た学校をつくる必要があります。

本県中学生の遊び型非行生徒
*1
の不登校全生徒に占める割合は平成 20 年度において 36.0

％を占めます。

さらに、本県刑法犯少年における中学生の占める割合は全国平均と比較して高く（平成

21 年 全国 40.3 ％ 沖縄県 61.1 ％）、これらの生徒が高校入試を不受験あるいは失敗する

ことで、将来の希望を失うことがないよう、学習の遅滞のある生徒への学習支援や、高等

学校進学への目標作りを 支援する学校（施設）をつくることを検討します。

これらの課題は、本県の大きな教育課題であり、将来を担う人材の育成の観点からも、

その課題解決に向けて社会全体の問題として捉える必要があります。

表 1〔不登校者数及び不登校率〕沖縄県立高校の生徒

年 度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

不 登 校 者 数（実数） 1,048 1,097 1,231 1,314

不 登 校 率 2.6% 2.2% 2.3% 2.8%

表 2〔不登校となったきっかけと考えられる状況〕沖縄県立高校の生徒

※不登校者数は、複数回答のため延べ数となる

年 度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

区 分 数 率 数 率 数 率 数 率

不 登 校 者 数 1,134 1,280 1,417 1,370

極度の不安や緊張、無気力等 350 30.9 359 28.0 393 27.7 589 43.0

表 3〔不登校が継続している理由〕沖縄県立高校の生徒 ※不登校者数は、複数回答のため延べ数となる

年 度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

区 分 数 率 数 率 数 率 数 率

不 登 校 者 数 1,227 1,230 1,245 1,267

不安など情緒混乱 174 14.2 166 13.5 144 11.6 135 10.7

※ 表 1、表 2、表 3 は文部科学省調査による。



*1 刑法犯で警察に検挙・補導された犯罪少年及び触法少年をいう。

*2 罪を犯した 14 歳以上 20 歳未満の少年をいう。

*3 14 歳に満たないで刑罰法令に触れる行為をした少年をいう。（補導人員で表記）

*4 安全網。ここでは、何らかの理由で学校への不適応を起こしている生徒への救済策の意で使用する。

*5 発達障害とは「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性

障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現するものとして政

令で定めるもの」をいう。

*6 不登校とは、平成 22 年 4 月から 12 月までに、連続または断続して 30 日以上欠席した生徒のうち、

何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因、背景により、生徒が登校しないあるいはし

たくともできない状況にあること。
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表 4〔全国的にみた刑法犯少年
*1
（犯罪少年

*2
、触法少年

*3
）の検挙・補導状況〕

検挙・補導人員人口比（少年 1,000 人当たりの人数）

刑法犯少年 順位 犯罪少年 順位 触法少年 順位
沖 縄 県 6.7 15 11.6 20 2.9 8
全 国 平 均 6.5 12.5 1.9

表 5〔刑法犯少年等の学職別推移〕
年 度 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

沖縄 沖縄 沖縄 沖縄 全国
区 分 数 数 数 数 率 数 率
刑法犯少年検挙・補導人員 2,063 1,882 1,735 1,610 108,311

小 学 生 等 133 116 114 85 5.3% 4,448 4.1%
中 学 生 1,241 1,171 1,111 983 61.1% 43,596 40.3%
高 校 生 354 335 272 238 14.8% 34,857 32.2%
そ の 他 学 生 23 18 15 28 1.7% 6,299 5.8%
有 職 少 年 136 89 101 86 5.3% 8,350 7.7%
無 職 少 年 176 153 122 190 11.8% 10,761 9.9%

※ 表 4、表 5 は沖縄県警察本部生活安全部少年課「平成 21 年少年非行の概況」による。

１ セーフティネット *4 的な学校の設置

学習指導要領に基づいた「学び直し」を具現化することや、心因性や発達障害
*5

に

よる学校不適応等（不登校 *6 を含む）の多様な学習ニーズに対応できる学校として、

学習支援が必要な生徒には、小学校低学年のレベルから基礎の定着を図り、進学を目

指す生徒へは、それに対応した教育課程を置くなど生徒の自信とやる気を引き出すこ

とを目標とします。

また、高校を卒業して、社会生活を送る上で必要なマナーやルールを徹底的に指導

することや、就職や進学に必要な基礎的な考え方についての生活指導の充実を図る学

校を設置します。

基礎基本の学習を重視しながら、全日制課程の単位制により生徒一人一人の個性に

応じた選択科目を充実させます。

表 6〔不登校経験のある生徒の中学校卒業後の予定進路〕（平成 23 年 3 月中学校卒業予定者）
進学予定 就職 その他 計

全日制 定時制 通信制 その他 予定

生徒数 219 129 44 16 62 107 577
％ 38.0% 22.4% 7.6% 2.8% 10.7% 18.5%

表 7〔発達障害のある生徒の中学校卒業後の予定進路〕（平成 23 年 3 月中学校卒業予定者）
進学予定 就職 その他 計

全日制 定時制 通信制 その他 予定
生徒数 151 29 7 19 4 17 227

％ 66.5% 12.8% 3.1% 8.4% 1.8% 7.5%
※ 表 6、表 7 は平成 23 年 2 月に調査した結果による。
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２ 定時制・通信制課程の再編成

泊高校通信制課程の過密解消を図りながら、スクーリングのあり方を含め、既存の

枠を取り払った柔軟な教育システムにより、多様な学習ニーズに対応した学校を設置

します。

○ いつでも転編入ができ、学びなおすことができる学校づくりを推進します。

○ 既存の高等学校再編により、定時制課程多部制の学校を一校つくり、高校中退

等の課題を抱えた生徒を受け入れます。

また、遊び型非行で中学校に通えない生徒に、自分自身の生き方・あり方を考えさ

せる機会と時間を提供し、高等学校へ進学する意欲や意思を育て、夢や希望を持って

生きることを支援ができるシステムを構築します。
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Ⅳ 学科の配置と在り方

１ 普通科及びその他の専門学科

（１）普通科

平成 22 年度、普通科を設置している高校は全日制、定時制併せて 37 校で、募

集定員の 59.2 ％を占め、入学者選抜における普通科への志願者数についても全

体の約 60 ％で､普通科志願傾向を示しています。

こうした中で、普通科に学ぶ生徒の能力・適性、興味・関心、進路希望等は、

一層多様化してきており､類型やコースの設置や選択幅の拡大など､個に応じたき

め細かい指導の充実を図る必要があります。

特に普通科においては、進学を希望する生徒が多いことから上級学校への進学

率を高めるよう一層の努力が求められます。

また、義務教育段階での学習内容の確実な定着と学び直しが図られるような学

校設定科目の設置等、生徒の実態に応じた教育課程の工夫を促進し、地域の特性

を活かした特色ある教育活動を一層推進します。

（２）理数科

科学は、 21 世紀における沖縄の社会経済を発展させる大きな原動力となるも

のです。

したがって、科学分野の更なる発展を目指す研究や技術の振興を図ることは重

要であり、そのために高等学校においては、事象を探求する過程を通して、科学

及び数学における基本的な概念、原理、法則などについての系統的な理解を深め、

科学的、数学的に考察し表現する能力と態度を育て、創造的な能力を高める理数

教育の推進が一層求められます。

平成 22 年度現在、理数科を５校に設置しておりますが、科学技術の振興を担

う人材育成に果たす役割は今後とも大きいものがあり、一層の充実を図ります。

（３）英語科・国際科等

国際化の進展に伴い、グローバルな視点をもった教育の充実を図ることが求

められています。そのためには外国語を通じて異文化に対する理解を深め、情報

や考えなどを的確に理解したり、適切に伝えたりするコミュニケーション能力を

育成していく必要があります。

平成 22 年度現在、英語を主とした外国語学科や国際理解教育に関連する学科

を 5 校に設置していますが、国際社会で活躍できる有能な人材育成を図るうえで

その役割は今後とも大きいものがあり、一層の充実を図ります。

（４）体育科・芸術科等

体育科等は、競技力の向上や指導者の育成という社会の要請に応えるため、現

在２校に設置しているほか、３校において「コース」として導入しています。

芸術科は、音楽及び美術の知識や素養が要求される専門的指導者の育成と全人

的教育を施すため、平成２３年度現在、１校において学科を設置しているほか、

２校において「コース」を導入しています。

また、染色デザイン科や専門高校におけるグラフィックアーツ科・インテリア

科・デザイン科・コンピュータデザイン科等では、就業につながる専門的な知識

・技能教育に偏することなく、感性・徳性なども重視して、人間性を調和的・全

面的に発達させることを目的に教育を行なっています。



*1 農産物の生産だけではなく、食品加工（第二次産業）、流通、販売（第三次産業）にも農業者が主体

的かつ総合的 に関わることにより加工賃や流通マージンなどの今まで第二次・第三次産業の事業者

が得ていた付加価値を、農業者自身が得ることによって農業を活性化させようというもの。平成 23 年 3
月 1 日、六次産業化法（地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産

物の利用促進に関する法律）が施行された。
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これらの学科については、近年における生徒の進路希望等の多様化に応えるた

め、設置の意義は大きいと考えることから、一層の充実を図ります。

（５）環境科

沖縄は“東洋のガラパゴス”とも称されるほど固有の動植物種が多く、世界的

にも稀有な自然の宝庫である。

地球規模の気候変動や自然破壊が進行する中、地球を救い、地域の自然を守る

思想と実践の拠点として、沖縄県は「環境共生フロンティア沖縄」の形成を新時

代のビジョンとして提示しました。

そのために高等学校においては、恵まれた自然環境を活用して、山・川・海の

自然観察や調査、野外活動など、体験型の学習を通して科学的な見地から地域の

自然環境に関する基礎的な学習を行う環境科を１校設置しています。

沖縄県の自然環境を様々な視点から分析・評価し、自然環境の保護と社会の持

続的発展の抱える問題に対して、適切に対応できる人材を育成する役割は今後と

も大きいものがあることから、一層の充実を図ります。

２ 職業教育を主とする専門学科

（１）農業に関する学科

本県農業は、国際化や情報化が進む中、農産物の価格の低迷、農業従事者の減

少・高齢化が進み、おきなわブランドの確立や地域農業の担い手の育成と確保等

が急務とされています。

平成 22 年度、農業に関する学科を設置している高校は全日制、定時制併せて 6
校であり、農業教育では、第一次産業の生産から、加工、販売、さらには食育を

取り入れる等幅広くなっており、生徒の興味・関心や進路希望などを踏まえ、沖

縄の地理的条件を生かした生物資源の活用、安全・安心な食料の安定的供給、環

境保全等に関する教育を推進し、地域農業を担う人材の育成が必要です。

また、農業のもつ教育力を活用し、生命を慈しむ心、思いやりの心等、人間性

の育成についても積極的に推進し、これらの基礎基本を学んだ上に上級学校への

進学を念頭に置いた教育課程の研究も必要です。

こうした状況を踏まえ、地域産業の実態に即した、農業の第六次産業化
*1

や技

術の高度化・精密化に対応し、新たな時代の持続可能な農業について、幅広く学

習できる学科、コースの設置及び改編を進めます。

（２）工業に関する学科

平成 22 年度、工業に関する学科を設置している高校は全日制、定時制併せて 10
校です。

現在の工業教育においては、工業技術の高度化、環境・エネルギー問題、情報

化やネットワーク化の進展等に対応するとともに、ものづくりや創造性の育成を

重視した工業教育の取組みが重要になります。

また、国際化、グローバル化の社会において、即戦力となる技能や世界基準の
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国家資格取得の重点化を図ること、技術者倫理をもった地域産業の担い手を育成

すること、さらに、上級学校への進学も念頭に置いた教育が求められています。

こうした状況を踏まえ高度化した工業技術に対応する学科・コース等の設置や改

編を進めます。

（３）商業に関する学科

経済のサービス化・グローバル化、ＩＣＴの急速な進展、知識基盤社会の到来

に対応し、ビジネスの諸活動を主体的・合理的に行う実践力、遵法精神や起業家

精神等を身に付けた創造性豊かな人材を育成する必要があります。その実現のた

めに、平成 21 年 3 月に告示された学習指導要領では、実践的・体験的学習活動

の充実と地域や産業界との連携・交流を一層図ることを求めています。

平成 22 年度、商業に関する学科を設置している高校は全日制、定時制併せて 9
校です。

こうした状況を踏まえ、商業に関する学科においては、学習指導要領で示され

ているマーケティング分野、ビジネス経済分野、会計分野、ビジネス情報分野の

４領域に関する学科の充実を図るとともに、本県の観光産業の振興に寄与するた

め、観光分野に関する学科を充実させる必要があります。

（４）水産に関する学科

21 世紀は海洋の時代と言われ、国民が海洋についての理解と関心を深めるこ

とができるよう「学校教育及び社会教育における海洋に関する教育の推進」を謳

った海洋基本法が平成 19 年に制定されました。

また、平成 20 年には今後 5 年間になすべき施策として「海洋に関する国民の

理解の増進と人材育成」が盛り込まれた「海洋基本計画」が閣議決定されました。

しかし、現在の水産業においては、海洋環境や水産資源、産業構造の変化によ

る漁業生産の減少と漁業従事者の不足が深刻な問題となっており、海洋資源の管

理及び周辺水域の多面的活用が重要な課題となっています。

平成 22 年度、水産に関する学科を設置している高校は 2 校であり、今後の水

産教育では、水産物の供給や海技従事者の育成のみならず、生徒の多様な興味・

関心や進路の希望などに対応するとともに地域の特性を生かしながら、海洋資源

の保全や海洋性レクリエーションなど海を総合的に活用する教育を進める必要が

あります。

こうした状況を踏まえ、水産教育の基本的な学科である「海洋漁業系・水産食

品系」の一層の充実を図るとともに、地域水産業の実態に即した漁業後継者の育

成、水産食品の製造・流通、海洋環境、マリンスポーツなどの内容を取り入れた

学科・コース等の充実を図ります。

（５）家庭に関する学科

平成 22 年度、家庭に関する学科を設置している高校は 5 校であり、家庭科教

育では、少子高齢社会の進展やライフスタイルの多様化、食育の推進などの社会

の要請に対応し、衣食住、ヒューマンサービスなどにかかわる生活産業への消費

者ニーズの的確な把握や必要なサービス提供等を行う企画力・マネジメント能力

を身に付け、生活文化を伝承し創造する人材を育成する必要があります。

本県でも沖縄の衣食住に関する文化の伝承、少子高齢化に対応したヒューマン

サービスなどにかかわる職業人の育成は必要です。

これらからも、生活の質の向上と社会の発展を図る創造的な能力と実践的

な態度で、生活産業を取り巻く諸課題を主体的、合理的に、かつ倫理観をも
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って解決していくノウハウを学ぶ学科の充実を図ります。

（６）情報に関する学科

情報技術の進展は、新たな情報産業の創出等、情報産業に構造変化をもたらし、

それに伴い、情報産業が求める人材も多様化、細分化、高度化しています。

平成 22 年度、情報に関する学科を設置している高校は 2 校であり、情報産業

の変化に対応するため、創造力、考察力、問題解決力、統合力、職業倫理等を身

に付け、本県情報産業の発展に寄与する人材育成を目指し、システムの設計・管

理分野及び情報コンテンツの制作・発信分野に関する学科の充実を図る必要があ

ります。

また、国際化、グローバル化の社会において、即戦力となる技能や世界基準の

国家資格取得の重点化を図ること、さらに、次世代の指導者育成や、より高度な

技術力により地域に貢献できる人材の育成を図るためにも、上級学校への進学も

念頭に置いた教育が求められています。

（７）福祉に関する学科

我が国の急速な少子高齢化の進展に伴い、国民の福祉サービスへの期待が増大

しつつあります。

平成 22 年度、福祉に関する学科を設置している高校は 2 校であり、福祉教育

では、地域における自立生活支援への志向や福祉ニーズの多様化など社会福祉に

対する国民意識の変化に対応し、多様で質の高い福祉サービスを提供できる人材

を育成することが求められています。

本県でも少子高齢化に対応できる福祉人材の育成は必須であり、既存の介護福

祉士養成校等の一層の充実と、福祉に関する資格等の取得の推進とともに、福祉

の心を学ばせる学科は今後も必要となってきます。

３ 総合学科

平成 22 年度、総合学科を設置している高校は 3 校です。

総合学科は普通教育及び専門教育を選択履修をし、総合的に学ぶ学科であり、高

等学校教育の一層の個性化・多様化を推進するため、普通科、専門学科に並ぶ新た

な学科として設けられたものです。

本県でも多様な生徒の持つ様々な能力・適性等に対応できる総合学科は現状通り

必要であると考え、さらに、単位制の趣旨を活かした教育内容と、教育課程や内規

の整備を充実させ、総合学科の理念をさらに深める必要があります。

Ⅴ 専攻科

専攻科（漁業科・機関科・無線通信科）については、近年、世代交代の時期を迎え

て産業現場からの人材育成の要求が高まっています。より高度な技術の習得や職業資格

の習得のために当専攻 科が果たしている役割は大きく、今後とも充実発展させる必要

があります。また、専攻科の教育内 容については、高等学校の本科と連続した教育課

程を編成するなど特色を生かした内容とします。

なお、他分野の専攻科については、今後、必要性などを見守り設置について検討しま

す。
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○本文中のアンケートについて

名称：次期高等学校編成整備計画に係るアンケート調査

１ 調査の目的

本県の高校教育の現状と課題の掌握、及び県立高等学校の編成整備に関する生徒・
父母・教員等の考え等を調査するもの

２ 調査事項と調査対象
（１）調査の対象

①調査の校種・・・県内公立中・高等学校
②調査対象者

ア 中学校生徒 全校 1、2、3 年生
イ 高等学校生徒 全校 1、2、3 年生
ウ 保護者 中学生の保護者

高校生の保護者

エ 県民・地域 高等学校保護者へ依頼
オ 教諭 高等学校教諭
○中 学 校：各学年 4 学級までは 1 学級抽出、5 学級以上は 2 学級抽出して実

施
○高等学校：各学科ごとに各学年 4 学級までは 1 学級抽出、5 学級以上は 2 学

級抽出して実施
（２）保護者は調査対象生徒の保護者とする
（３）県民・地域については各高等学校の生徒数の 10 ％程度の数を無作為に抽出す

る
（４）教諭は各高等学校の教諭数の 10 ％程度の数を無作為に抽出する

３ 集計用紙
Ⅰ これからの高等学校に関する志向調査学校集計用紙（中学生徒用）
Ⅱ これからの高等学校に関する志向調査学校集計用紙（中学生徒保護者用）
Ⅲ 「県立学校編成整備」県民・ニーズ調査学校集計用紙（各地域県民用）

Ⅳ 「県立学校編成整備」保護者要求調査学校集計用紙（高校生保護者用）
Ⅴ 「県立学校編成整備計画」高校生満足度調査学校集計用紙（高校生徒用）
Ⅵ 「県立学校編成整備計画」教員の改革意向調査学校集計用紙（教員用）

４ アンケート調査の時期 平成 22 年 4 月 20 日～ 5 月 11 日

５ アンケートの回答率等
（１）中学生 回答者数 17,966 人 回答率 105.6 ％
（２）中学校生保護者 回答者数 11,146 人 回答率 65.4 ％
（３）県民 回答者数 7,148 人 回答率 148.5 ％
（４）高校生保護者 回答者数 8,483 人 回答率 51.9 ％

（５）高校生 回答者数 16,642 人 回答率 101.7 ％
（６）高校教員 回答者数 738 人 回答率 165.1 ％

※ 回答率が 100 ％を超えているものについては、各学校でのアンケート結果回収

が抽出条件を超えて回収されたためによる。
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第２章 県立高等学校編成整備実施計画

Ⅰ 計画実施時期

平成 24 年度から平成 33 年度の 10 年間を見越して行う計画を「長期的な計画」、平成 24
年度から平成 29 年度をとおして行う計画を「前期計画」、平成 26 年度から平成 31 年度を

とおして行う計画を「中期計画」、平成 28 年度から平成 33 年度をとおして行う計画を「後

期計画」とします。

なお、長期的な計画においては、10 年をかけて検討・実施する計画とします。

編成整備計画全体としては、計画そのものの検証・見直し期間を平成 24 年度から平成

30 年度とし、次期計画の策定時期を平成 30 年度から平成 33 年度と定めます。

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

準備期間

前期計画 施設・設備・教育課程の整備

準備期間

中期計画 施設・設備・教育課程の整備

準備期間

後期計画 施設・設備・教育課程の整備

長期的な計画 10 年をかけて実施・検討する
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Ⅱ 前期計画 平成 24 年度～平成 29 年度

前期計画では、地域の少子化や中学生減少等の課題により早急に取り組まなければなら

ない事項や、第 4 次編成整備計画からの継続検討事項による統合の課題に取り組みます。

１ 北部地区高等学校再編計画

北部地区は、沖縄島の約 6 割の面積を占め、その広大な面積に現在大宜味村に全日

制 1 校、名護市に全日制 3 校、定時制 1 校、今帰仁村に全日制 1 校、本部町に全日制 1
校、宜野座村に全日制 1 校の計 8 校があります。

北部地区の特徴として、平成 13 年度から平成 31 年度の中学校卒業生の推移からみ

ると少子化の進行が他地区と比較して最も早く、また、地方から都市部（名護市）へ

の中学生の流出が顕著であり、地方の学校ほど生徒が集まらないという傾向が見られ

ます。

また北部地区全体から他地区への流出が多いのもこの地域の特徴であり、北部地区

全体の教育環境を偏ったものにしています。

この再編計画においては、北部地区の高校の発展的な整理統合による学校の活性化

と生徒の学力の向上（国公立大学の進学率向上）を念頭に学校ごとの再編整備を進め

ます。

なお、中期計画とも関連します。

資料：国頭地区中学校卒業生推移（平成 24 年度以降は推計）

国頭地区中学卒業者数推移

1,714

1,615

1,474

1349

1,527

1,620

1,861

1216

1272

1293

1370

1341
1297

1273

1345

1,389
1,427

1,484

1,860

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

H13 ～ H31 減少率 34.7 ％
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資料：国頭地区中学校卒業生動態（H17 ～ H21 5 年間合計）

北部地区の編成整備上の課題

○辺土名・本部高校の過小規模化の進行

○本部高校の連携型中高一貫教育の課題

○北山高校理数科の恒常的な入試定員割れ

○北部地区から他地区への生徒の流出

北部地区の高等学校編成整備は、北部

圏域全体を考えて行わなければならない。

中部地区：405人

那覇地区：529人

南部地区：182人

宮古八重山：1人

学校名 学科 H17 H18 H19 H20 H21 計
辺土名 普通 64 30 48 45 24 211

環境 18 19 15 6 17 75
北  山 普通 67 71 71 75 78 362

理数 30 21 25 23 19 118
本  部 普通 101 97 84 70 46 398
名  護 普通 304 310 301 311 307 1533
北部農林 農業 191 197 190 193 193 964

定時 22 25 21 10 21 99
名護商工 工業 86 69 75 78 62 370

情報 26 61 56 53 43 239
商業 112 87 92 97 83 471

宜野座 普通 130 116 126 130 123 625
1151 1103 1104 1091 1016 5465

75 85 81 78 86 405

116 108 117 94 94 529

48 40 29 25 40 182

0 0 0 1 0 1

8 8 11 6 6 39

0 2 0 3 2 7

54 55 73 75 78 335

1473 1431 1430 1388 1342 6963

専修学校

私立

南部

その他

計

宮古・八重山

北部

計

那覇

中部
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資料：北部地区高等学校再編図

※ 編成整備期間中に大きな生徒数の変化があった場合は、各学校の定員の増減も検

討します。

宜野座

北農

商工

辺土名

本部

北山

名護

名護高校に理数科等大学進学に特
化した学科設置（前期計画）

本部高校を北山高校に統合（中期計画）

辺土名高校を名護高校の分校に（中期計画）
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（１） 名護高等学校に理数科等大学進学に特化した学科の設置

名護高校に理数科等大学進学に特化した学科を設置します。

【理由】

① 名護市においては、地域から国公立大学進学に特化した学校設置の要望がありま

す。

【効果】

① 名護市内に位置する名護高校に設置すれば、遠距離通学者に対しても比較的便利

です。

② 北部圏域からの生徒流出に一定の歯止めがかかるとともに、進学率の向上やそれ

に伴う地域の生徒への波及効果も期待できます。

③ 寄宿舎も整備されています。

【具体的な実施方法及び時期】

前期：平成 27 年度から平成 29 年度

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

前期計画 理数科等設置準備期間 新 1 年 新 2 年 新 3 年

施設・設備・教育課程の整備

〔北部地区高校再編 名護高校理数科等設置〕
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２ 南部工業高等学校と沖縄水産高等学校の統合

南部工業高校を沖縄水産高校と統合します。

【理由】

（１）第 4 期編成整備計画における南部総合実業高校（仮称）の計画実施が厳しくな

った現在、新たに南部の少子化に対応しなければいけません。

（２）統合先の沖縄水産高校の敷地は余裕があります。

【効果】

（１）工業と水産の教員の人事交流により専門教科の発展が望めます。

（２）南部地区の工業系ニーズに対応できます。

（３）統合により、両校の特色ある部活動等学校の活性化が期待されます。

資料 島尻地区中学校卒業生グラフ

【具体的な実施方法及び時期】

前期：平成 27 年度～平成 29 年度 統合

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

前期計画 開校準備期間 新 1 年 新 2 年 新 3 年

施設・設備・教育課程の整備

南部工業募集停止 廃 校 (南部工業と沖水統合)

島尻地区中学校卒業生数推移

2950
2,947

3,029

3,414

3,514

3,119

2,938 2,946

2756 2719

2897
2852

2768

2964

2740

2692

3,675

3,251

2,979

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

H13~H31 減少率 26.7 ％
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Ⅲ 中期計画 平成 26 年度～平成 31 年度

中期計画では、北部地区高校再編計画の辺土名高等学校を名護高等学校の分校化、本部

高校と北山高校の統合及び新しいタイプの学校について再編します。

１ 北部地区高等学校再編計画

（１）辺土名高等学校を名護高等学校の分校化

辺土名高校を名護高校の分校とします。

【理由】
① 辺土名高校は 1 学年 2 学科各 1 クラスの小規模校であり、地域の中学校からの進

学者が少なく恒常的な定員割れがあります。
② 地域中学生の進路状況や、高校入試の状況をみると今後 1 学年 2 クラス以上の単

独校として存続することは難しいと考えます。

【効果】
① 名護高校の分校として発展的に統合し、地域に根ざした人材を育成します。
② 統合により、本校または分校での部活動の機会が増え、活性化につながります。
③ 北部三村の遠距離通学者への学習環境も保障できます。

資料：辺土名高校入試状況

定員：普通科 80 名 環境科 40 名 定員：普通科 40 名 環境科 40 名
H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

入 学 普 69 80 64 80 68 44 39 38 34 24 19
者 環 38 40 22 16 26 24 28 30 22 24 28

資料：北部三村中学卒業者動態と出身中別辺土名高校入学者(H17 ～ H21）
H17 H18 H19 H20 H21

国頭 27 14 31 31 12
全卒業者 64 63 67 70 53
大宜味 21 6 14 12 10
全卒業者 45 27 48 29 31
高江 0 0 0 0 0
全卒業者 5 2 3 2 1
東 3 0 0 2 0
全卒業者 17 10 14 18 14
有銘 1 2 0 0 0
全卒業者 10 14 7 7 8

【具体的な実施方法及び時期】

中期：平成 29 年度から平成 31 年度
ただし、辺土名高校が両科の定員を満たした場合は計画を再検討します。

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

中期計画 新 1 年 新 2 年 新 3 年

施設・設備・教育課程の整備
辺 土 名 募 集 停 止 廃科

〔北部地区高校再編 辺土名を名護分校〕

宜野座

北農

商工

辺土名

本部

名護

国頭三村中

中部

那覇

南部

北山

高専
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（２）本部高等学校と北山高等学校の統合

本部高校を北山高校に統合します。

【理由】

① 本部高校の志願率の低下と恒常的な定員割れ、及び連携中学校からの進学率低迷

があります。

② 本部地区中学校から他地区の高校への流出が顕著です。

③ 北山高校理数科の恒常的な定員割れの現状があります。

【効果】

① 北山高校との発展的な統合により、教員数増や選択科目増等さらに充実した教育

環境を生徒に供給することで、本部半島地区の教育環境整備を進めます。

② 生徒数増により、生徒が多くの他者との出会いにより互いに切磋琢磨し自己を高

めることができます。また、多くの部を設置することが可能になるため学校の活性

化を図ることができるとともに、生徒のニーズに対応できます。

③ 北山高校の寄宿舎が有効活用できます。

資料：本部高校入試状況

定員：普通科 120 名

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
入 学 者 118 119 96 110 98 107 96 78 76 50 89

資料：本部高校連携型中学校からの入試志願率

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
入試志願率 44% 57% 44% 43% 50% 43% 45% 29% 47%

資料：本部町内中学校（上本部、本部、伊豆味、瀬底、水納）卒業者の進路状況

H17 H18 H19 H20 H21
辺 土 名 普 1 0 0 0 0

環 0 0 1 0 0
北 山 普 6 4 13 8 16

理 7 3 0 2 5
本 部 85 85 70 62 40
名 護 28 23 26 23 26
北 部 全 20 18 20 19 17
農 林 定 4 2 3 0 2
名護商工 13 9 22 16 11
宜 野 座 2 1 1 2 0
中 部 1 4 0 0 2
那 覇 2 4 4 4 0
南 部 1 0 0 1 4
私 立 1 0 0 1 0
国立（高専） 3 2 2 1 2
専修学校 0 0 0 1 1
その他 2 2 8 8 1
計 176 157 170 148 127

資料：北山高校理数科入試状況

定員：理数科 80 名 定員：理数科 40 名

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
入学者 理 73 62 74 45 40 30 31 27 25 22 28
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資料：本部高校と北山高校の部活動状況

文 化 系（平成 23 年度）

部活動 本部高校 北山高校 人数計

男 女 男 女 男 女 計
吹奏楽 8 2 15 2 23 25
美術 6 3 9 3 15 18
書道 3 3 3
演劇 2 9 2 9 11
放送 7 2 7 2 9
社会活動 14 42 1 6 15 48 63
家庭 20 20 20
パソコン 1 1 1
軽音楽 8 11 7 2 15 13 28
ダンス 3 2 3 5 6 7 13
計 26 92 25 48 51 140 191

体 育 系（平成 23 年度）

部活動 本部高校 北山高校 人数計

男 女 男 女 男 女 計
バレーボール 14 20 14 20 24
バスケットボール 11 27 9 38 9 47
卓 球 1 1 1
ソフトテニス 3 5 5 8 13
サ ッ カ ー 6 12 18 18
ボ ク シ ン グ 2 2 2
バドミントン 1 8 9 9
陸 上 6 2 6 2 8
ゴ ル フ 17 3 17 3 20
ハンドボール 7 7 7
ボ ウ リ ン グ 1 1 1
ホ ッ ケ ー 10 11 10 11 21
野 球 40 27 67 67
計 77 7 108 51 185 63 248

【具体的な実施方法及び時期】

中期：平成 29 年度から平成 31 年度

ただし、実施期間までに本部高校が定員 3 クラスを満たした場合
は、計画を再検討します。

また、北山高校理数科が今後定員の過半数割れが 2 年連続して生
じた場合は 3 年目から理数科の募集停止を行います。

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

中期計画 北山開校準備期間 新 1 年 新 2 年 新 3 年

施設・設備・教育課程の整備

本部募集停止 統合完成

〔北部地区高校再編 本部高校と北山高校統合〕
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２ 久米島高等学校（園芸科）の廃科

久米島高校の園芸科を廃科にし、普通科に園芸コースを設置します。

【理由】

（１）久米島高校の園芸科の志願率の低下と恒常的な定員割れの現状があります。

（２）普通科も２学級の維持が厳しくなってきています。

（３）久米島地区の少子化に対応しなければなりません。

【効果】

（１）アンケートの結果から、中学生や保護者は普通科志向であることから普通科の

みの学科でより効率的な学習効果が得られます。また、園芸コースを設置するこ

とで従来の園芸科志望の生徒のニーズに応えることができます。

（２）普通科の志願者増も期待でき、学校の活性化が図られます。

（３）普通科は、中学校の教育課程と類似しており、連携型中高一貫教育の充実が期

待できます。

資料：久米島高校入試状況

定員：普通科 80 名 園芸科 40 名

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
入 学 普 80 80 80 79 79 65 72 71 61 39 60
者 園 40 40 38 27 21 19 15 15 9 23 13

資料：久米島地区中学生卒業予定者数及び久米島高校入学者数推移

久米島地区中学校卒業者数・久米島高校入学者数推移（平成24年以降は推計）
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資料：久米島地区中学生及び保護者のニーズ（アンケート）

【具体的な実施方法及び時期】

中期：平成 29 年度～平成 31 年度

ただし、久米島高校園芸科が定員を満たした場合は計画を再検討

します。

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

中期計画 園芸科募停停止 廃 科

〔久米島高校（園芸科）〕

○平成 28 年度入学生をもって、募集停止とします。

どの学科を希望するか
（中学生）　％

1.8

3.2

4.1

0.5

農業
3.2

2.7

その他
15.0

普通科
64.1

商業5.5

どの学科を希望するか
（中学生の保護者）　％

1.0

普通科
62.2

総合学科
10.2

その他
16.3

2.0

農業
2.0

1.0

2.0

3.1
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３ 新しいタイプの学校

（１）フューチャースクール（FUTURE SCHOOL)

フューチャースクールは、多様な学習ニーズに対応できる「学び直し」を具現化す

る学校として、全日制高校で学ぶ意欲のある生徒に対して教育機会を拡大し、生徒個

々に応じた多様な学びができ、地域も生徒の教育を支援する学校とします。

柔軟性をもち(flexible)、常に上（未来）を向いて(up)、人（自分、相手）を信じ

(trust)、礼を尽くして(urbane)、努力し(reach)、目標をつかむ(exceed)。それぞれ

の単語の頭文字を取り当該校をフューチャースクール（FUTURE SCHOOL)と呼ぶことと

します。

全県募集枠と既存の学区枠の二種類とし、全県募集枠は選抜の方法を面接重視・得

意科目評価・個性の評価等で選抜し、既存の学区枠は一般的な選抜方法とします。

全日制、単位制、2 学期制の普通高校とし、多様な選択科目の設定や単位認定によ

り、生徒の個性や可能性を引き出すことと、キャリア教育の充実により生徒の主体的

な進路選択決定を支援します。

単位制を導入するに当たっては、選択科目数の増や教室の確保、複雑な時間割編成

への対応、校内 LAN 整備及び校内支援システム構築に伴う人員確保、 ICT 教育の充

実に伴う施設設備の整備等により、人的、物的な支援が必要になるため、準備段階か

らの人員配置と十分な予算の裏づけも重要な要素になります。

フューチャースクール概要（学び直し）

・多様な選択科目、自己にあった学習計画、教育相
　談での外部専門家活用、きめ細かな学習活動、
　体験学習の充実を図る。
・ICT教育の充実や少人数によるきめ細かな指導を
　図る。
・進学を目指す科目、就職を目指す科目、社会性を
　身につける科目等、進路等に応じたきめ細かな対
　応を図る。
・キャリア教育の充実により、生徒の主体的な進路
　選択を支援する。

カウンセリング・支援等

進
学

（
四
年
制
大
学
・
短
期
大
学
・
専
門
学
校

）

学び直しを必
要とする生徒

学習支援

カウンセリング

例えば、
①高校中退者
　で、学び直す
　意欲のある生
　徒
②全日制高校で
　学ぶ意欲のあ
　る者
③心因性による
　不登校経験が
　あり、やり直す
　意欲のある生
　徒
④発達障害があ
　り、特性を伸ば
　そうとする生徒
等

個にあった充実した授業や生徒指導の工夫

生
徒
・
保
護
者
・
地
域
に
と
っ
て
魅
力
あ
る
学
校

ピアサポート

就
職

　
　
全
県
募
集
枠

①全日制高校で
　学ぶ意欲のあ
　る生徒

授業や生徒指導の一層の充実

　
一
般
的
な
選
抜
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中部フューチャースクール（仮称）

中部地区の高校一校を再編します。

【理由】

① 中途退学その他で高校をいったん離れた者や、何らかの理由で学校への不適応を

起こしている生徒に全日制高校で学びなおすチャンスを用意します。

② 中頭地区で心因性による不登校経験のある生徒（平成 22 年度中学校 3 年生）の

数は 200 人で、県全体の 34.7 ％に上ります。また、その内の 62.0 ％が進学を予定し

ています。

③ 中頭地区で発達障害のある生徒（平成 22 年度中学校 3 年生）の数は 68 人で、県

全体の 30.0 ％に上ります。また、その内の 82.4 ％が進学を予定しています。

【効果】

① 単位制を導入することで、基礎的基本的な学習を重視しながら、生徒一人一人の

個性に応じた選択科目を選択でき、進学を目指す科目・就職を目指す科目・社会性

を身につける科目等幅広い学習活動が可能になります。

② キャリア教育の充実により、生徒の主体的な進路選択を支援できます。

資料：中頭地区で心因性による不登校経験のある生徒の卒業後の予定進路（平成 22 年度中学 3 年生対象)

進学予定 就職予定 その他 計

全日制 定時制 通信制 その他

人数 62 37 20 5 34 42 200
割合 31.0% 18.5% 10.0% 2.5% 17.0% 21.0%

資料：中頭地区で発達障害のある生徒の卒業後の予定進路（平成 22 年度中学 3 年生対象）

進学予定 就職予定 その他 計

全日制 定時制 通信制 その他

人数 34 10 5 7 1 11 68
割合 50.0% 14.7% 7.4% 10.0% 1.5% 16.2%

【具体的な実施方法及び時期】

中期：平成 29 年度～平成 31 年度

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

中期計画 単位制開校準備期間 新 1 年 新 2 年 新 3 年

施設・設備・教育課程の整備 学年制募集停止

〔中部フューチャースクール 仮称）〕
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南部フューチャースクール（仮称）（南部工業高等学校跡）

【理由】

① 中途退学その他で高校をいったん離れた者や、何らかの理由で学校への不適応を

起こしている生徒に全日制高校で学びなおすチャンスを用意します。

② 那覇、島尻地区で心因性による不登校経験のある生徒（平成 22 年度中学校 3 年

生）の数は 287 人で、県全体の 49.7 ％に上ります。また、その内の 78.4 ％が進学を

予定しています。

③ 那覇・島尻地区で発達障害のある生徒（平成 22 年度中学校 3 年生）の数は 117
人で、県全体の 51.5 ％に上ります。また、その内の 97.4 ％が進学を予定していま

す。

③ 立地条件からも南部地区の拠点校として合致しています。

【効果】

① 単位制を導入することで、基礎的基本的な学習を重視しながら、生徒一人一人の

個性に応じた選択科目を選択でき、進学を目指す科目・就職を目指す科目・社会性

を身につける科目等幅広い学習活動が可能になります。

② キャリア教育の充実により、生徒の主体的な進路選択を支援できます。

資料：那覇島尻地区で心因性による不登校経験のある生徒の卒業後の予定進路

（平成 22 年度中学 3 年生対象)

進学予定 就職予定 その他 計

全日制 定時制 通信制 その他

人数 112 83 18 9 18 47 287
割合 39.0% 28.9% 6.3% 3.1% 6.3% 16.4%

資料：那覇島尻地区で発達障害のある生徒の卒業後の予定進路（平成 22 年度中学 3 年生対象）

進学予定 就職予定 その他 計

全日制 定時制 通信制 その他

人数 83 19 1 11 0 3 117
割合 70.9% 16.2% 0.9% 9.4% 0.0% 2.6%

【具体的な実施方法及び時期】

中期：平成 29 年度～平成 31 年度

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

中期計画 単位制開校準備期間 新 1 年 新 2 年 新 3 年

施設・設備・教育課程の整備 〔フューチャースクール 南部〕
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（２）定時制課程再編

定時制・通信制課程においては、従来からの働きながら学ぶ生徒が減少し、不登

校経験者や全日制高校からの転編入者など、様々な課題を抱える生徒が増加してい

ます。

これらの多様な生活パターンや学習ニーズをもった生徒が学ぶことができるよう

にするため、柔軟に対応することができる学校づくりが求められます。

平成 21 年度の本県の中途退学の主な要因は「進路変更」が最も多く全体の 57.4
％を占め、次いで「学校生活・学業不適応」20.6 ％、問題行動 5.4 ％となっていま

す。

しかも、実際にはこれらの要因が複雑に絡んでいることが多く、中途退学対策に

おいてはその解決が非常に厳しいことも言われています。

このようなことから、中途退学対策においては、生徒の適性、興味・関心、進路

等に応じて幅広い選択ができる多様で弾力的な教育課程を編成し、魅力ある学校、

楽しい学校づくりに努めることが必要になります。

さらに、学校間においても転編入が容易で一度退学した生徒も再度学びなおすこ

とができる学校づくりを推進することが求められます。

そのため、定時制と多様な学科編成により体験的な学習のノウハウをもつ那覇工

業高校の定時制課程を三部制に再編することにより、高校中途退学者で再び学ぶ意

欲と能力のある生徒に対し、教育の機会を拡大し生徒を受け入れます。
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那覇工業高等学校定時制課程

那覇工業高校の定時制課程を三部制に再編します。

概念図 例

午前部 昼間部 夜間部

午前 4 時間の定時 午後 4 時間の定時 夜間 4 時間の定時

制課程 制課程 制課程

※午前部に在籍している生徒が昼間部で開設している科目も履修で

きるようにします。

※昼間部に在籍している生徒が午前部で開設している科目も履修で

きるようにします。

【理由】

① 学科の特色を活かし多様な生徒へ対応できるものと考えます。

② 泊高校午前部の過密解消を図ることができます。

③ 平成 22 年度においては、那覇地区の高校中退率は県で最も高く、過去 10 年間で

も八重山地区を除き高い位置を推移していることから、那覇地区の中退率減少が課

題となります。

④ 中学校を卒業して勤務に従事するなど、様々な理由で全日制の高校に進めない青

少年に対して高校教育を受ける機会が拡大します。

【効果】

① 定時制課程を三部制に改編することで、生徒の多様な生活パターンに対応するこ

とができます。

② 単位制を導入することにより、基礎的基本的な学習を重視しながら、生徒一人一

人の個性に応じた選択科目を選択することができます。

③ 那覇工業高校が果たしてきた定時制のノウハウが改編後も活かせます。

【具体的な実施方法及び時期】

中期：平成 29 年度～平成 32 年度

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

中期計画 三部制開校準備期間 新 1 年 新 2 年 新 3 年 新 4 年

施設・設備・教育課程の整備

〔定時制再編（那覇工業）〕

午前部
普通科

昼間部
普通科

夜間部
工業に関する学科

那覇工業高校
定時制課程



- 40 -

（３）中学生支援センター（仮称）

中学生支援センター（仮称）を那覇工業高校の定時制課程（夜間部）に設置します。

触法少年補導人員（県警資料平成 21 年）によると、刑法犯で検挙された少年のうち

那覇市と浦添市内の中学生は 188 人に上り、県全体の約 33 ％を占めます。

那覇工業高校夜間部においては、遊び型非行で中学校に通えない生徒に、自分自身の

生き方・あり方を考えさせる機会と時間を提供し、市町村教育委員会や関係機関団体等

との連携を強化することで、これらの中学生が高等学校へ進学する意欲や意思を育て、

夢や希望を持って生きることを支援するシステムを構築します。

このことから、都市部の青少年健全育成のモデル校となります。

【具体的な支援】

○在籍中学校へ戻すことを基本とします。受け入れは 3 ヶ月を基本とし、最長半年を

目安とします。

○一日の活動時間は 4 時間程度とします。

○必要に応じて、英数国理社の 5 教科についてのみ学習支援を行います。

○必要に応じて、ものづくり等の体験学習を行います。

○学級担任を 2 人制とし、生徒の定員は 20 人程度とします。

○中学校教員、警察、その他関係機関の人材も指導員（サポーター）として派遣しま

す。

○定期的な家庭訪問や、保護者との相談、カウンセリング等生徒理解を重視します。

中学生支援センター（仮称）の支援の流れ

　YES

YES
　　NO

　NO

NO

　

　公立中学校

①非行が進行し、
　不登校の生徒、
　学校に足が向か
　ない生徒

②遊び型非行が主
　な原因で学習が
　遅滞している生
　徒

③通級を希望する
　生徒

④通級が可能な
　生徒

⑤その他

生　　徒
①中学校と連
　携し面談や
　家庭訪問等
　を定期的に
　行なう。
②それぞれの
　生徒に合っ
　た学校や進
　路などを見
　つけさせる
　ためにカウ
　ンセリング
　や体験学習
　を行う。
③学習意欲が
　湧くような
　支援を行う。
④異年齢との
　コミュニケ
　ーションに
　よる良好な
　人間関係を
　構築させる。

中学校

支援セン
ターへの
通級を希
望するか

　通　級

　体験通級（随時）

もとの学
校へもど
るか

・中学校卒業
・高等学校への
　進学
・専門学校等へ
　の進学
・就職

通級

通級し、所定の
カリキュラムを
学習すること
で、他の自立支
援施設と同等
の、出席保障を
行う。
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Ⅳ 後期計画 平成 28 年度～平成 33 年度

後期計画では、伊良部高等学校と宮古高等学校の統合、陽明高等学校介護福祉科の廃科

と真和志高等学校介護福祉コースの学科の改編を図ります。

１ 伊良部高等学校を宮古高等学校に統合

伊良部高校普通科を宮古高校普通科に統合します。

【理由】

（１）伊良部高校の恒常的な定員割れの現状があります。

（２）過疎化が進み、伊良部島の人口流出が顕著であり、地域の少子化が著しい。

【効果】

（１）宮古高校との発展的な統合によりさらに充実した教育環境を生徒に供給すること

で、宮古地区の教育環境整備を進めます。

（２）生徒数増により、学校の活性化を図ることができるとともに、さらに多くの部活

動を作ることが可能になるため生徒のニーズに対応できます。

資料：伊良部高校入試状況

定員：普通科 80 名

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
入 学 者 81 58 79 66 59 45 51 52 50 56 46

資料：伊良部高校入学者数推移（平成 23 年度以降は推計）

伊良部高校入学者数推移

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年

高3 高2 高1 中3 中2 中1 小6 小5 小4 小3 小2 小1
29 33 31 26 31 28 22 31 16 23 25 26 30 25 21
44 44 49 42 39 29 26 25 27 32 29 18 30 21 8

73 77 80 68 70 57 48 56 43 55 54 44 60 46 29

45 51 52 50 56 46 34 40 31 39 38 31 43 33 21
61.6% 66.2% 65.0% 73.5% 80.0% 80.7% 71.2% 71.2% 71.2% 71.2% 71.2% 71.2% 71.2% 71.2% 71.2%

H17～H22の平均＝

中学校卒
業者数

伊良部中/伊良部小
佐良浜中/佐良浜小

計

伊良部高校入学者数

H23現在の学年
卒業年

年度

伊良部高校入学者数推移

45

51 52
50
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資料：伊良部島人口推移

【具体的な実施方法及び時期】

後期：平成 31 年度～平成 33 年度

ただし、実施期間までに架橋による影響等により定員を満たした

場合は計画を再検討します。

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

後期計画 開校準備期間（宮古） 新 1 年 新 2 年 統合完成

施設・設備・教育課程の整備

伊良部募集停止 統合完成

〔伊良部と宮古の統合〕

伊良部島人口推移
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２ 陽明高等学校の介護福祉科の改編と真和志高等学校の介護福祉コースを

学科に改編

陽明高校の介護福祉科を改編し、真和志高校の介護福祉コースを学科に改編します。

陽明高校は、総合学科単科の学校となり、福祉に関しては福祉系列として学習でき

ることとします。

【理由】

（１）陽明高校の介護福祉学科の志願率の低下と定員割れがあります。

（２）法改正により介護福祉士の国家試験受験資格取得が、従前までの教育課程では厳

しくなりました。

（３）真和志高校の普通科介護福祉コースにおいては、国家試験受験資格取得のための

教育課程を整備しています。

【効果】

（１）通学の便からみても両校の立地からしても、那覇浦添地区におけるニーズに充分

応えられるものと考えます。

（２）陽明高校については総合学科のみとし、介護福祉科の学習内容を類型化すること

で生徒のニーズに応えられるよう質的な向上を図り、単位制による教育課程が推進

できるよう人的な配置を考慮します。

（３）真和志高校の介護福祉コースを学科に改編することで、真和志高校がこれまで果

たしてきた役割をさらに発展させることができます。

資料：陽明高校介護福祉科入試状況

定員：介護福祉科 40 名

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
入 学 者 40 40 40 40 38 40 40 37 29 33 30

資料：陽明高校・真和志高校の進路実績（平成 22 年度卒業生）

卒業者総数 進学者数 福祉関連進学者数 就職者数 福祉関連就職者数

陽明介護福祉学科 36 15 7 20 19
真和志福祉コース 25 8 4 12 3

【具体的な実施方法及び時期】

後期：平成 26 年度～平成 33 年度

ただし、陽明高校の介護福祉科は平成 25 年度入学生をもって募

集停止とします。

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

後期計画 開校準備期間（真和志） 新 1 年 新 2 年 完 成

施設・設備・教育課程の整備

陽明介護福祉科募集停止 完 成 〔陽明高校（福祉）、真和志（福祉）〕
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Ⅴ 長期的な計画 平成 24 年度～平成 33 年度

長期計画では、過大規模校の適正規模化と第 4 次編成整備計画からの継続検討事項、及

び八重山商工高校定時制課程活性化を計画期間 10 年間を通して検討する事項として示し

てあります。

いずれの計画も、地域の実態や生徒・保護者のニーズを的確に捉えた取り組みを行うこ

ととなります。

１ 過大規模校の適正規模化

平成 23 年４月現在、県立高校全日制課程において 1 学年の適正規模を超える学校

は 12 校になります。本計画において適正規模化を進めます。

【理由】

（１）少子化による学級数減は必要になってきます。

（２）適正規模の学校においては、生徒へ教員の目が届きやすくなり、より手厚い教

育相談が可能になります。

【効果】

（１）当該校における学力差の縮小と、効率的な教育環境による大学進学率の上昇が

期待できます。

（２）周辺校の恒常的な定員割れ等の解消も見込まれます。

【具体的な実施方法及び時期】

（１）当該校のある地域の中学生の数を判断し、同地域内の学校や学科のバランスを
考慮に入れながら収容定員を策定する段階で学級減を実施します。
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

長期的な計画
10 年間で検討

２ 沖縄インターナショナル中等教育学校（仮称）

沖縄インターナショナル中等教育学校については、第 4 期編成整備計画で中部地区

に一校の計画でしたが、沖縄市の山内中学校と球陽高校でイマージョン教育につい

て研究を実施した結果、生徒の実態に合わない、オールイングリッシュでの授業が困

難である等の報告があります。

しかし、今後 10 年間において諸々の課題の解決や生徒・保護者・地域のニーズ等

を考慮しながら設置の有無を含め検討することとします。

３ 中等教育学校（仮称）

那覇地区で中高一貫教育校を設置する際、連携・併設型とともに検討してきました

が、併設型となれば用地が狭小であること、連携型だと中学校の数が多くその選択が

厳しいこと、さらに那覇市教育委員会が進めている小中一貫教育校の事業と一部重な

り、難問が山積している現状があります。

そのため、今後 10 年間において諸々の課題の解決や生徒・保護者・地域のニーズ

等を踏まえた上で他地区での設置の有無を含め検討することとします。
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４ 八重山商工高等学校定時制課程について

八重山商工高校の定時制課程（夜間部商業に関する学科）については活性化の促進

に努めます。ただし、今後定員の過半数割れが 2 年連続して生じた場合は 3 年目から

募集停止を行います。

【理由】

（１）定時制（夜間 商業科）の恒常的な定員割れの現状があります。今後は中途退

学者の受け入れ等、他校との連携を図ることにより定員割れの解消に努めること

が必要になります。

（２）定時制課程夜間部は、中学時不登校、学習障害等様々な要因で全日制高校へ進

学できない生徒の受け皿的役割を担っており、今後も大きなウエイトを占めます。

さらに学校の特色を中学校や地域に情報提供していくことが定員割れ解消につ

ながることだと考えます。

（３）キャリア教育・職業教育の充実強化を重点に据えた教育課程編成にし、生徒個

々の能力・適性、興味・関心、進路希望等に応じる必要があります。

（４）過去 10 年間の八重山地区の高校中途退学率は、減少の傾向が見られるものの

県全体と比較し高水準で推移しており、地区の中途退学対策は喫緊の課題です。

資料：八重山商工高校定時制課程高校入試状況

定員：商業科 40 名

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
入学者 商 26 39 31 28 20 5 21 22 24 5 24

【具体的な実施方法及び時期】

長期的な計画：平成 24 年度～平成 33 年度

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

次期計画策定

計画検証・見直し

長期的な計画

10 年間で検討

〔八重山商工（夜間部商業科）〕
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Ⅵ 再編・統合の方法（具体的な方法イメージ）

１ 廃校・廃課程・廃科になるまで該当校に在籍する場合

【理由】

2 人の管理者を置くことで、再編・統合に係る作業がスムーズに図れます。

【効果】

入学した学校を卒業することを前提とすることで、落ち着いた環境で最後まで学習で

きることができます。

（１）【A 高校を廃校にし、B 高校に統合する場合】

※学校設置準備委員会は、予算要求（国庫要請）等に係る調整等があるので開校の 3
年前には設置することとします。

B 高校 開校準備委員会 A 高校

開校前年度まで 施設設備の整備 3 年
2 年
1 年

開校１年目 施設設備の整備 3 年
教育課程の充実 2 年

新 1 年 募集停止

施設設備の整備 3 年
開校２年目 新 2 年 教育課程の充実

新 1 年

新 3 年
開校完成 新 2 年

新 1 年

（２）【A 高校の学科を廃科にし、B 高校に移設する場合もしくは学科（課程）を改編する場合】

※学校設置準備委員会は、予算要求（国庫要請）等に係る調整等があるので開校の 3
年前には設置することとします。

B 高校○○科（課程） 開校準備委員会 A 高校○○科（課程）

学科改編前年度 施設設備の整備 3 年 3 年
2 年 2 年
1 年 1 年

開校１年目 施設設備の整備 3 年 3 年
教育課程の充実 2 年 2 年

新 1 年 募集停止 1 年

開校２年目 施設設備の整備 3 年 3 年
新 2 年 教育課程の充実 2 年
新 1 年 1 年

移設完成 新 3 年 3 年
新 2 年 2 年
新 1 年 1 年

廃科する 既 存 の 学

学科 科

（３）【A 高校の学科を廃科にする場合】

・平成○○年度入学生をもって、○○科を募集停止とします。

・平成○○年度で○○科を廃科とします。
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２ 募集停止と同時に在校生を統合先の学校へ移動する場合

【理由】

再編・統合に係る作業がスピーディに図れます。

【効果】

最終学年の生徒が少人数にならず、学校行事等を活発に行うことができます。

（１）【A 高校を廃校にし、B 高校に統合する場合】

※学校設置準備委員会は、予算要求（国庫要請）等に係る調整等があるので開校の 3
年前には設置することとします。

B 高校 開校準備委員会 A 高校

開校前年度まで 3 年 施設設備の整備 3 年
2 年 ・充実 2 年
1 年 1 年

開校１年目 3 年 3 年
2 年 2 年
新 1 年 募集停止

3 年
開校２年目 新 2 年

新 1 年

新 3 年
開校完成 新 2 年

新 1 年

（２）【A 高校の学科を廃科にし、B 高校に移設する場合もしくは学科（課程）を改編する場合】

※学校設置準備委員会は、予算要求（国庫要請）等に係る調整等があるので開校の 3
年前には設置することとします。

B 高校○○科（課程） 開校準備委員会 A 高校○○科（課程）

学科改編前年度 3 年 施設設備の整備 3 年 3 年
2 年 ・充実 2 年 2 年
1 年 1 年 1 年

開校１年目 3 年 3 年 3 年
2 年 2 年 2 年
新 1 年 募集停止 1 年

開校２年目 3 年 3 年
新 2 年 2 年
新 1 年 1 年

移設完成 新 3 年 3 年
新 2 年 2 年
新 1 年 1 年

廃科する 既 存 の 学

学科 科

（３）【A 高校の学科を廃科にする場合】

・平成○○年度入学生をもって、○○科を募集停止とします。

・平成○○年度で○○科を廃科とします。

移 動

移 動
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Ⅶ 再編・統合のイメージ

前

期

計

画

中

期

計

画

後

期

計

画

普通科６クラス

真和志高校

介護福祉科２クラス

介護福祉科１クラス
総合学科6クラス

陽明高校

（普通科6クラス）
（理数科2クラス）

宮古高校

（普通科2クラス）

伊良部高校

総合学科５クラス

陽明高校

普通科４クラス

真和志高校

統　　合

再　　編

再　　編

移　　設

夜間部
工業科

(夜間部）
工業科
３クラス

那覇工業高校
定時制課程

夜間部に中学
生支援セン

ター（仮称）を
設置

（園芸科１クラス）
（普通科2クラス）

久米島高校

（普通科2クラス）
普通科に園芸コース設置

久米島高校

（中部地区高校）
（南工２クラス）

中部地区高校
南部工業高校

（中部フューチャースクール）
（南部フューチャー３クラス）

中部地区高校
南部工業高校跡

昼間部
普通科

午前部
普通科

那覇工業高校
定時制課程

園芸科廃科

再　編（フューチャースクール）

再　編（三部制）

（普通科3クラス）

本部高校

理数科1クラス
普通科４クラス

北山高校

北山に統合

（普通科1クラス）
（環境科1クラス）

再編・統合前 再編後

名護高校分校化

辺土名高校

（普通科）
（理数科等大学進学に特化し

た学科）

名護高校

（海洋技術科1クラス）
（総合学科5クラス）

沖縄水産高校

（水産に関する学科）
（総合学科）

（工業に関する学科）

沖縄水産高校
敷地へ統合

（工業科2クラス）

南部工業高校

再　　編

統　　合

分校
1クラス


